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調査の目的

全国保険医団体連合会は、全国３１の保険医協会・医会とともに、
昨年10月に維持期リハビリテーションの現状に関するアンケート調

査を実施するなどして、要介護・要支援の維持期リハビリテーショ
ンの継続を求めて取り組んできました。

残念ながら継続には至りませんでしたが、４月１日以降の維持期
リハビリ算定終了によって、要介護・要支援の患者さんが必要なリ
ハビリテーションを継続して受けることができているのか、非常に懸
念をしています。

そこで、表記アンケート調査を実施し、要介護被保険者の外来維
持期リハビリ算定終了の影響について調査した上で、結果を厚生
労働大臣等に届けるとともに、次期診療報酬改定への要望・提言
等を行うことを目的に実施しました。



要介護被保険者の外来維持期リハビリ
算定終了の影響について

• 実施主体＝全国保険医団体連合会
(京都府保険医協会集計分については（一社）京都府理学療法士会・
（一社）京都府作業療法士会・（一社）京都府言語聴覚士会を含む)
• 調査方法＝アンケート方式
• 調査期間＝2019年9月11日〜11月8日
• 調査対象＝2019年8月1日時点で脳血管疾患等リハビリテーショ

ン料あるいは運動器リハビリテーション料の施設基準を届け出て
いる医療機関
• 回収数＝1,117医療機関(31保険医協会・医会)




































